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きる。その結果、官は自ら考えるよりも高い VFMの PPP事業を行うことができる。 
                                                  
1 官と市民の間に民が介在するという PPP の定義から発生する宿命的な問題が情報の非対称性
（asymmetric information）である。民の能力がないにもかかわらず選択してしまう逆選択(adverse 
selection)、民が官の意図どおりに行動しないモラルハザードが発生する可能性がある。 
図 1 公共サービス・民間サービス・PPP の構造比較 
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図 2 我孫子市提案型公共サービス民営化制度 
PPP研究の枠組みについての考察（2） 
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4 ペストフは association と呼んでいる。 
PPP研究の枠組みについての考察（2） 
























１ 道路、鉄道、港湾、空港、河川、公園、水道、下水道、工業用水道等の公共施設  
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第９章 PPP の役割と失敗 
第１節 PPP の役割 
これに対して、サッチャー政権以降の英国で展開されはじめた PPP は政府か市場か
という単純な二分論から脱却した。1992年に導入された PFIでは、政府が提供する場





















第２節 PPP の失敗 
だが、PPPにも失敗がある。以下では、市場の失敗、政府の失敗と並ぶ概念である「PPP
の失敗」を分析する。なお、ここでいう失敗は、一般的な経済学の表現にならい、事業
図７ 官民のリスク移転と VFM の関係 
PPP研究の枠組みについての考察（2） 
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- 19 - 
の履行が不十分でもペナルティが不明確であるため課せないなどの例である13。PPPの
２大原則の一つである「契約によるガバナンス」が正しく機能させることが重要である。 
































る。我が国でも PFI や業務委託（兵庫県加西市）などで導入例がある。 
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15 たとえば、東京都版市場化テストの職業訓練校では、卒業後一定期間の就職率が KPI とされた。職
業訓練校の目的が就労支援になるのであれば、その成果を端的に示す指標である就職率だけを管理し
（出口管理）、過程は提案者の自由に任せるという発想であり、民間の創意工夫が発揮されるととも
に、官のモニタリング費用を大幅に削減することができる。 
